
 

 

 

 

2023年５月 26日 

各 位 

会 社 名 株式会社ジオコード  

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 原口 大輔 

 （コード番号：7357 東証スタンダード） 

問合せ先 専務取締役管理部長 吉田 知史 

 （TEL.050-1741-0214） 

 

 

（訂正・数値データ訂正）「2023年２月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕 

（非連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

 当社は、2022年10月13日に発表しました「2023年２月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連

結）」に一部訂正すべき事項がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、数値データにも訂正がありましたので、訂正後の数値データも送信いたします。 

 

記 

 

１．訂正の理由 

 「2023年２月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）」発表後に、売上の前倒し計上等によ

る決算数値の誤りが判明したため、訂正を行うものです。なお、訂正の経緯につきましては、2023年

５月 26日付「調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

２．訂正の内容 

 訂正箇所が多数に及ぶことから訂正後の全文のみを記載し、訂正箇所については、下線  を付し

て表示しております。 

 なお、決算数値の主な訂正は以下のとおりです。 

 

（単位：百万円）           

 
2023年２月期第２四半期（累計） 

訂正前（A） 訂正後（B） 差異（B-A） 

売上高 746 735 △11 

営業利益 31 25 △5 

経常利益 38 33 △5 

四半期純利益 24 20 △3 

 

以上 
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2023年２月期  第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結） 

    2022年10月13日 

上場会社名 株式会社ジオコード 上場取引所  東 

コード番号 7357 ＵＲＬ  https://www.geo-code.co.jp 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）原口 大輔 

問合せ先責任者 （役職名） 専務取締役管理部長 （氏名）吉田 知史 ＴＥＬ  050（1741）0214 

四半期報告書提出予定日 2022年10月13日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：有  

四半期決算説明会開催の有無      ：有 （機関投資家・アナリスト向け） 

 

 （百万円未満切捨て） 

１．2023年２月期第２四半期の業績（2022年３月１日～2022年８月31日） 

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年２月期第２四半期 735 － 25 △66.0 33 △56.3 20 △56.3 

2022年２月期第２四半期 1,638 13.5 75 37.7 75 45.1 47 40.8 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2023年２月期第２四半期 7.89 7.69 

2022年２月期第２四半期 18.46 17.71 

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から適用し
ており、2023年２月期第２四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。なお、当該会計基準等の適用により大きな影響の生じる売上高については、対前年同四半期増減率を記載して
おりません。 
 

（２）財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2023年２月期第２四半期 2,051 1,168 56.9 

2022年２月期 1,966 1,146 58.3 
 
（参考）自己資本 2023年２月期第２四半期 1,168 百万円  2022年２月期 1,146 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2022年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2023年２月期 － 0.00    

2023年２月期（予想）   － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．2023年２月期の業績予想（2022年３月１日～2023年２月28日） 

 （％表示は、対前期増減率） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 1,673 － 150 △22.5 160 △18.6 100 △24.7 38.15 

（注）１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
２．「収益認識に関する会計基準」等を第１四半期会計期間の期首から適用しており、2023年２月期の業績予想に

係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。なお、当該会計基準等の適用
により大きな影響の生じる売上高については、対前期増減率を記載しておりません。 

３．「収益認識に関する会計基準」等適用前の会計基準に基づく2023年２月期の業績予想の売上高は、3,771百万円
（前期比9.2％増）になります。 

（訂正後） 
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※  注記事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２.四半期財務諸表及び主な注記（４）四半期財務諸表に関する注記事項（四半

期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。 
 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                  ：無 

③  会計上の見積りの変更                    ：無 

④  修正再表示                              ：無 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２.四半期財務諸表及び主な注記（４）四半期財務諸表に関する注記事項（会計

方針の変更）」をご覧ください。 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年２月期２Ｑ 2,635,700 株 2022年２月期 2,621,300 株 

②  期末自己株式数 2023年２月期２Ｑ － 株 2022年２月期 － 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期２Ｑ 2,627,519 株 2022年２月期２Ｑ 2,570,500 株 

 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.３「１.当四半期決算に関する定性的情報（４）業績予想などの将来予測情報に

関する説明」をご覧ください。 

 

（四半期決算補足説明資料の入手方法） 

 四半期決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しています。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

 当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が和らぎ、行動制限が徐々に緩

和され景気が緩やかに持ち直していくことが期待される状況にありました。しかしながら、ウクライナ情勢の長期

化や世界的な金融引締め等を背景とした世界経済の減速懸念、急激な円安や物価高騰等による国内景気への影響を

注視する必要があり、依然として先行き不透明な状況が続いております。 

 このような経済情勢のなか、当社が主たる事業領域とする国内インターネット広告市場は成長を続け、2021年に

はテレビ・新聞・雑誌・ラジオのマスコミ四媒体合計を上回る２兆7,052億円（前年比21.4％増）規模に拡大して

おり（出所：「2021年 日本の広告費」株式会社電通）、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し、社会のデジタ

ル化が進むなかで今後も継続して拡大することが見込まれます。 

 同様に、当社がクラウド業務支援ツールをサービス提供している国内SaaS市場においても、2020年度の7,818億

円から５年後の2025年度には１兆4,607億円規模に達するとの予測がみられ拡大傾向にあります（出所：「ソフトウ

ェアビジネス新市場2020年版」株式会社富士キメラ総研、「SaaS業界レポート2021」スマートキャンプ株式会社）。

コロナ禍を契機として、DX（デジタルトランスフォーメーション）推進の機運が高まり（出所：「DXレポート２

（中間取りまとめ）」経済産業省）、今後も働き方改革や生産性向上を実現するためのIT投資需要の増加は継続する

ものとみられ、市場規模の更なる拡大が見込まれます。 

 このような市場環境を背景として当第２四半期累計期間において当社では、引き続き継続的で安定的な事業規模

拡大を目指し、主力のWebマーケティング事業とともに、DX推進に寄与するクラウドセールステック事業にも注力

いたしました。Webマーケティング事業では、「オーガニックマーケティング（注１）」とWeb広告運用におけるサー

ビス品質の更なる向上に努めるとともに、本社（東京都新宿区）や関西支社（大阪府大阪市北区）を拠点とした営

業活動及びインターネットメディア経由の受注強化に加え、地域金融機関や全国展開する大手企業等との関係強化

を図り、多様な販路の確立を推進するとともに地域経済の活性化に貢献する地方創生にも引き続き取り組んでまい

りました。また、クラウドセールステック事業では、DX推進の機運が継続するなか、新規顧客の開拓に積極的に取

り組むとともに提供ツールの機能と利便性の向上に引き続き努めてまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は735,266千円（前年同四半期は1,638,020千円（注２））となりまし

た。利益面では、Web業界の人材流動性が高止まりするなか、人材採用と並行して業務委託を積極的に活用したこ

と等が影響し、営業利益は25,788千円（前年同四半期比66.0％減）、経常利益は33,149千円（同56.3％減）、四半期

純利益は20,718千円（同56.3％減）となりました。 

 なお、当社の報告セグメントは、開示上の重要性の観点からWebマーケティング事業のみとしており、その他の

事業セグメントについてはセグメント情報の記載を省略しております。 

（注１）オーガニックマーケティングとは、広告を使わずに、主にGoogle、Yahoo!等の検索エンジン経由でのWebサイト訪問件数の増加

から案件成約に結び付けるマーケティング活動のことであります。具体的には、Webサイトの検索順位を向上させるためのサイ

トマップ構築、SEO対策、コンテンツマーケティング、さらにWebサイトへのアクセスを成約へと効果的に結び付けていくため

のUI・UX改善等を各Webサイトの状況や状態に合わせて複合的に立案し、コンサルティングとして提案するとともに、施策の実

施に必要な作業も代行することで、効率的かつ迅速にWebサイトの成功を支援するものであります。 

（注２）当社は、第１四半期会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用して

おります。これに伴い、当第２四半期累計期間における売上高は前第２四半期累計期間と比較して大きく減少しております。

そのため、売上高については前第２四半期累計期間と比較しての増減額及び前年同四半期増減率（％）を記載せずに説明して

おります。詳細は、「２.四半期財務諸表及び主な注記 （４）四半期財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載の

とおりであります。 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産） 

 当第２四半期会計期間末における資産合計は2,051,863千円となり、前事業年度末に比べて84,877千円増加いた

しました。 

 流動資産は1,721,748千円となり、前事業年度末に比べ83,678千円増加いたしました。これは主に売上高の変動

を要因として、前事業年度末時点と比較して当第２四半期会計期間末の売掛金が61,005千円減少した一方で、現金

及び預金が132,277千円増加したことによるものであります。 

 固定資産は330,114千円となり、前事業年度末に比べ1,198千円増加いたしました。これは主に固定資産の償却に

より5,526千円、家賃減額に伴う敷金返還により1,250千円減少した一方で、有形固定資産の取得により7,975千円

増加したことによるものであります。 
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（負債） 

 当第２四半期会計期間末における負債合計は883,859千円となり、前事業年度末に比べて63,043千円増加いたし

ました。 

 流動負債は690,206千円となり、前事業年度末に比べ25,056千円増加いたしました。これは主に納税により未払

法人税等が24,605千円減少した一方で、１年内返済予定の長期借入金が32,491千円、売上高の伸長により契約負債

（前受金）が19,929千円増加したことによるものであります。 

 固定負債は193,652千円となり、前事業年度末に比べ37,987千円増加いたしました。これは長期借入金が33,338

千円、その他に含まれるリース債務が4,649千円増加したことによるものであります。 

 

（純資産） 

 当第２四半期会計期間末における純資産合計は1,168,003千円となり、前事業年度末に比べ21,833千円増加いた

しました。これは主に四半期純利益の計上に伴い利益剰余金が20,718千円増加したことによるものであります。 

 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して

132,277千円増加し、1,390,941千円となりました。 

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は66,465千円（前年同四半期は16,120千円の使用）となりました。これは主に減少

要因として法人税等の支払額36,298千円があった一方で、増加要因として売上債権の減少額61,005千円、税引前四

半期純利益の計上33,149千円があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,131千円（前年同四半期は110,676千円の使用）となりました。これは増加要因

として敷金の回収による収入1,250千円があった一方で、減少要因として有形固定資産の取得による支出2,382千円

があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は66,944千円（前年同四半期比44.3%減）となりました。これは主に減少要因とし

て長期借入金の返済による支出84,171千円があった一方で、増加要因として長期借入れによる収入150,000千円が

あったことによるものであります。 

 

（４）業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 2023年２月期の業績予想につきましては、2022年４月14日の「2022年２月期 決算短信」で公表いたしました通

期の業績予想から変更はありません。 

 なお、当該業績予想は、現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績は様々な要因により異なる可能性があります。 
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２．四半期財務諸表及び主な注記 

（１）四半期貸借対照表 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2022年２月28日) 
当第２四半期会計期間 
(2022年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,258,663 1,390,941 

売掛金 332,127 271,121 

仕掛品 17,861 15,143 

その他 36,796 51,181 

貸倒引当金 △7,379 △6,639 

流動資産合計 1,638,069 1,721,748 

固定資産   

有形固定資産 37,275 41,553 

無形固定資産 7,562 6,353 

投資その他の資産   

差入保証金 170,650 170,600 

敷金 73,593 71,772 

その他 40,397 39,963 

貸倒引当金 △562 △128 

投資その他の資産合計 284,077 282,207 

固定資産合計 328,915 330,114 

資産合計 1,966,985 2,051,863 

負債の部   

流動負債   

買掛金 230,266 232,313 

１年内返済予定の長期借入金 134,122 166,613 

未払費用 71,771 73,620 

未払法人税等 43,572 18,966 

前受金 136,059 － 

契約負債 － 155,989 

受注損失引当金 3,367 3,413 

その他 45,992 39,290 

流動負債合計 665,150 690,206 

固定負債   

長期借入金 155,579 188,917 

その他 86 4,735 

固定負債合計 155,665 193,652 

負債合計 820,815 883,859 

純資産の部   

株主資本   

資本金 351,516 352,074 

資本剰余金 295,016 295,574 

利益剰余金 499,637 520,355 

株主資本合計 1,146,170 1,168,003 

純資産合計 1,146,170 1,168,003 

負債純資産合計 1,966,985 2,051,863 
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（２）四半期損益計算書 

（第２四半期累計期間） 

  （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 2021年３月１日 
 至 2021年８月31日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 2022年３月１日 
 至 2022年８月31日) 

売上高 1,638,020 735,266 

売上原価 1,189,289 326,771 

売上総利益 448,731 408,495 

販売費及び一般管理費 372,968 382,706 

営業利益 75,762 25,788 

営業外収益   

受取利息 5 6 

受取手数料 － 8,162 

その他 717 217 

営業外収益合計 722 8,386 

営業外費用   

支払利息 544 952 

その他 － 72 

営業外費用合計 544 1,024 

経常利益 75,941 33,149 

税引前四半期純利益 75,941 33,149 

法人税等 28,478 12,431 

四半期純利益 47,462 20,718 
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 2021年３月１日 
 至 2021年８月31日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 2022年３月１日 
 至 2022年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 75,941 33,149 

減価償却費 7,898 5,526 

のれん償却額 6,234 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,418 △1,174 

受注損失引当金の増減額（△は減少） △125 46 

受取利息 △5 △6 

受取手数料 － △8,162 

支払利息 544 952 

売上債権の増減額（△は増加） △43,214 61,005 

棚卸資産の増減額（△は増加） △6,503 2,841 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △17,070 △14,519 

その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,459 － 

破産更生債権等の増減額（△は増加） △88 434 

仕入債務の増減額（△は減少） △8,196 2,047 

未払費用の増減額（△は減少） △4,173 1,847 

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少） 
△6,908 △738 

前受金の増減額（△は減少） 13,200 － 

契約負債の増減額（△は減少） － 19,929 

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,375 △9,345 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 4,978 1,700 

その他の固定負債の増減額（△は減少） 24 － 

小計 15,200 95,534 

利息の受取額 5 6 

受取手数料の受領額 － 8,162 

利息の支払額 △656 △940 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △30,669 △36,298 

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,120 66,465 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,875 △2,382 

無形固定資産の取得による支出 △330 － 

差入保証金の差入による支出 △100,000 － 

敷金の差入による支出 △7,470 － 

敷金の回収による収入 － 1,250 

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,676 △1,131 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,340 － 

長期借入れによる収入 200,000 150,000 

長期借入金の返済による支出 △71,134 △84,171 

リース債務の返済による支出 △392 － 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 1,115 

財務活動によるキャッシュ・フロー 120,133 66,944 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,662 132,277 

現金及び現金同等物の期首残高 1,192,070 1,258,663 

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,185,407 1,390,941 
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

 該当事項はありません。 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、Webマーケ

ティング事業の一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を売上高として認識しておりました

が、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみを提供しているため、代

理人取引であると判断した結果、顧客から受け取る対価の総額から関連する原価を控除した純額を売上高として

認識する方法に変更しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識

会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど

すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。 

 この結果、従前の会計処理と比較して、当第２四半期累計期間の売上高及び売上原価はそれぞれ969,938千円

減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に影響はありません。また、利益剰余金の期

首残高に与える影響はありません。 

 収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受

金」は、第１四半期会計期間の期首より「契約負債」に含めて表示することといたしました。また、前第２四半

期累計期間の四半期キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示してい

た「前受金の増減額（△は減少）」については、当第２四半期累計期間より「契約負債の増減額（△は減少）」に

含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前

事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあ

りません。 

（追加情報） 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定及び会計上の見積りにつきましては、前事業年度の有価証

券報告書の（追加情報）に記載した内容から重要な変更はありません。 
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（セグメント情報） 

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 2021年３月１日 至 2021年８月31日） 

 当社の報告セグメントは、開示上の重要性の観点からWebマーケティング事業のみとしており、その他の

事業セグメントについてはセグメント情報の記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 2022年３月１日 至 2022年８月31日） 

 当社の報告セグメントは、開示上の重要性の観点からWebマーケティング事業のみとしており、その他の

事業セグメントについてはセグメント情報の記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 


